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はじめに 
 

 日本経団連は、2003 年１月にビジョン「活力と魅力溢れる日本をめざして」

を公表し、21 世紀におけるわが国の展望と、それに向けた課題ならびに行動規

範のグランドデザインを示した。これを具体化していくには、アクションプロ

グラムが必要であり、とりわけ産業社会について、その抱える問題、予想され

る環境変化、必要な施策などを、さらに肉付けして描き込まなければならない。 

 そこで本意見書は、日本経団連ビジョンを受ける形で、2010 年におけるわが

国の産業社会のあり方を展望する。ここでは、わが国産業が直面する最大の懸

案である収益力低下を民間主導で克服することを「産業力強化」と位置づけ、

マクロ・ミクロ両面において民間が取り組むべき課題を示すとともに、環境整

備面で必要となる官の役割にも触れる。 

深刻なデフレや不良債権問題から、債務・設備・雇用の「３つの過剰」から

の脱却が、喫緊の課題とされている。日本経団連は、2002 年 10 月に緊急提言

「産業再生に向けて」を公表し、その実現による問題解決を目指している。こ

れに加えて、中期的な視野に立った産業力強化への取り組みに、直ちに着手す

る必要がある。 
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Ⅰ 産業力強化の意義と課題 
 
１．収益力の低下と産業力強化 
 

（１）産業の収益力の低下傾向 

 

 昨今におけるわが国産業の収益力は、国際的にみて低水準にある。過去５年

間平均の売上高営業利益率を国際比較すると、製造業全体の利益率は米国の４

割程度、ドイツと比べても７割程度の水準にとどまっている。とりわけ、繊維、

窯業・土石、金属製品、電気機械などの業種で、わが国の利益率の低さが際立

っている。 

【図表第１を参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 わが国の利益率を経年変化でみると、90 年代以降の経済低迷やデフレの長期

化、さらには国際競争の激化などによって、低下傾向にある。直近３年間平均

の売上高営業利益率を過去 20 年間平均と比較すると、製造業全体で 0.57％ポ

イント、非製造業全体で 0.30％ポイント低下している。また、業種間の格差も

顕著であり、製造業では化学、輸送機械が改善傾向にある一方、船舶、繊維、

金属製品、鉄鋼をはじめ多くの業種で大幅な低下がみられる。また、非製造業

では、ほぼ全ての業種において利益率が低下している。 

【図表第２－１、第２－２を参照】 

 

図表第１　売上高営業利益率の国際比較（製造業・過去５年間）
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財務省「法人企業統計年報」、米国商務省"Quarterly Financial Report for Manufacturing, Mining, and Trade Corporations "、独ブンデスバ
ンク"Monthly Report"より作成。数字は1997～2001年（日本は年度、ドイツは～1999年）の平均値。
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図表第２－１　業種別の売上高営業利益率
（製造業・「過去２０年間」と「直近３年間」の比較）
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財務省「法人企業統計年報」より作成。
縦軸は売上高営業利益率（直近３年間の平均値－過去20年間の平均値）、横軸は直近３年間における売上高の構成比。
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（２）産業力強化の意義 

 

 産業の収益力低下は、民間設備投資や研究開発などの企業行動を妨げ、それ

が需要低迷につながるだけでなく、供給面からも経済成長の抑制を招く。「産

業力の強化」とは、産業の収益力を改善し、わが国経済の再活性化を図ること

である。 

 産業の収益力改善に向けて、ミクロ面では、各企業・業種におけるコスト構

造の改善や、過剰供給構造の是正に加え、高収益商品・サービスの開発、実用

化を進めることによって、企業が生み出す付加価値を高めていくことが重要と

なる。 

 また、近年における収益率低下の内訳をみると、産業全体に占める割合（売

上高ベース）の高い業種における収益力の低下が目立っている。したがって、

マクロ的に捉えれば、労働や資本などの生産要素を、相対的に収益力の低い業

種から高収益業種に移転させ、産業構造自体を転換していく必要がある。 

 各企業は現在、債務・設備・雇用の「３つの過剰」からの脱却による産業再

生に注力しているが、これにとどまることなく、前向きな設備投資や研究開発

などの取り組みによって、新たな産業フロンティアを切り開くことが、将来に

向けた産業力の強化につながる。 

 

２．産業力強化の目的 
 

（１）国際競争力の維持・強化 

  

 近年、中国をはじめとするアジア諸国の台頭によって、国際分業構造が変化

している。わが国における中国からの輸入額は、2002 年に約 7 兆 7,000 億円（前

年比 9.9％増）に達し、米国からの輸入額を抜いて、中国が最大の輸入相手国

となった。また、対中国の貿易赤字は約 2 兆 7,500 億円にのぼった。 

対中国の貿易特化係数（全てが輸入である財は「マイナス１」、全てが輸出

である財は「プラス１」）をみると、食料品（マイナス 0.95）、繊維製品（マ

イナス 0.70）などにおける輸入超過が目立つだけでなく、従来は大幅な輸出超

過にあった品目においても、機械機器（プラス 0.05）、ＩＴ関連財（マイナス

0.06）などは、輸出入がほぼ均衡するようになっている。 

【図表第３を参照】 

こうした現象の背景には、ＩＴ関連財に代表されるように、モジュール化な

どを背景とした工程間分業によって、産業内貿易が拡大していることがある。 
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 しかし、これまでわが国が優位性を持っていた分野においても、諸外国の占

めるシェアが高まる状態を放置し続ければ、当面の貿易収支などが悪化するだ

けでなく、中期的には、これまで築いてきた産業集積や知識技術ストックが散

逸する惧れもある。こうした事態を回避するためにも、わが国の産業力を強化

していくことが不可欠となる。 

また、昨今は、東アジア地域における経済連携・経済統合の気運が高まりを

見せているが、これを拡大して、ＥＵや米州と並ぶ３極の一つとなる「東アジ

ア経済圏」を形成していくには、アジア全体におけるＧＤＰの約 63％（2000

年現在）を占めるわが国が引き続き強力な経済力を維持し、これを背景にリー

ダーシップを発揮していくことが必要となる。 

日本経団連ビジョン 第３章を参照 

 

（２）良質な雇用機会の確保 

 

 海外からの輸入圧力の増大や、製造業の海外生産シフトが進む中、日本国内

における雇用の空洞化が進展している。 

経済産業省「海外事業活動基本調査」によると、海外進出を行っている製造

業の海外生産比率（海外現地法人売上高が国内法人売上高に占める割合）は、

1990 年度の約 17.0％から、2000 年度には約 34.3％まで上昇している。海外生

産シフトなどを背景として、総務省「労働力調査」によれば、製造業における

就業者数は過去 10 年間（1992 年～2002 年）で 285 万人減少し、全産業の就業

図表第３　貿易特化係数の推移（対中国）
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者数も 24 万人減少した。製造業においては、今後もある程度の雇用減少は避け

られないと考えられるが、急激な雇用空洞化を回避するためには、産業力を強

化し、国内の製造拠点を確保することが必要となる。 

一方、サービス業では、就業者数が大きく増加しているが（同期間に 287 万

人増加）、サービス業における就業者数が過去 10 年間で約 1,000 万人増加した

米国などに比べれば、その雇用吸収力は低水準にとどまっている。製造業など

が厳しい国際競争にさらされる中で、中期的に良質な雇用機会を確保していく

ためには、サービス業を中心とした一段の雇用吸収が重要である。 

 

（３）資産デフレ、少子・高齢化への対応 

 

 産業力強化の主な目的は、以上２つの中期的課題であるが、短期および長期

的な課題に対応する上でも、産業力強化の意義は大きい。 

まず、短期的に最大の懸案となっている不良債権問題、金融システム不安の

背景には、バブル崩壊から 10 年以上続いている資産デフレがある。内閣府「国

民経済計算」によれば、ピーク時（1990 年）に約 2,455 兆円だった土地の時価

総額は、2001 年時点で約 1,456 兆円と、約 1,000 兆円減少した。また、株価に

ついても、東証一部上場株式の時価総額は、ピーク時（1989 年 12 月平均）の

約 600 兆円から、直近時点では 200 兆円台前半まで減少している。こうした状

況に歯止めをかけるためには、税制面をはじめとする政策対応も不可欠である

が、最も重要な取り組みは、産業の収益力を強化し、資産効率、資産の期待収

益率を改善することであり、これが資産デフレ解消の基本となる。 

他方、より長期的な観点に立てば、少子・高齢化の進展に伴って労働力人口

が減少し、その結果として、わが国の潜在成長力が低下する惧れもある。日本

経団連ビジョンにおいては、2025 年時点の就業者数が現在に比べて約 610 万人

減少するとの見通しを示した。その影響を相殺し、将来にわたって潜在成長力

を保つためには、ＴＦＰ（全要素生産性）の伸び率を維持・上昇させることが

必須であり、労働や資本などの生産要素を、生産性・成長力の高い分野へと移

転することによって、わが国全体としての生産性を高めていくことが重要とな

る。 

日本経団連ビジョン 第１章 １．を参照 
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Ⅱ 産業力強化の道筋と対応すべき情勢変化 
 
１．産業力強化の道筋 
 

 中国をはじめとするアジア諸国の目覚しい経済成長を考えれば、わが国にお

ける産業力の強化は、焦眉の課題である。しかし、1980 年代における米国の経

験などを見ても、革新的な技術開発とその実用化、あるいは経済全体における

資源の産業間移転が進むまでには、少なくとも５～６年の期間を要する。 

経済財政諮問会議「改革と展望－2002 年度改定」においても、2004 年度まで

は不良債権問題を終結させる「集中調整期間」と位置づけており、その後、2005

～2006 年度にかけて中期的な成長経路へと近づき、2007 年度以降は年平均で実

質 1.5％以上の経済成長率が実現すると見込まれている。この集中調整期間、

ならびに中期的な成長経路への移行過程の加速を図るとともに、15 頁以降に挙

げる施策を戦略的・体系的に講じることによって、2010 年頃までに産業力強化

を実現する必要がある。 

 

２．予想される経済社会の情勢変化 
 

 わが国経済社会の長期的な趨勢としては、①少子・高齢化の進展、②国民の

価値観の変化・多様化、が挙げられる。 

 

①少子・高齢化の進展 

少子・高齢化の進展に伴う労働力の大幅な減少は、将来的にみて不可避だが、

女性や高齢者における就業率の上昇もあり、2010 年にかけての労働力減少は、

約 120 万人にとどまると予測される。また、当面は労働需要が低調に推移する

と見込まれることもあり、当面は労働需給の量的バランスをとることが概ね可

能とみられる。 

したがって、2010 年までに限ってみれば、マクロ的な量的需給をバランスさ

せる上で、外国人労働者活用の必要性は薄い。しかし、分野や職種によっては、

生産性の向上や需給ミスマッチの緩和を図るうえで、外国人の重要性が高まっ

ていくと考えられる。長期的に予想される労働力不足や、ＦＴＡ(自由貿易協定)

などに伴う国際的な労働移動の進展を視野に入れつつ、高度専門人材や、介護

など需要拡大が予測される分野に限定して、外国人の活用を推進する必要があ

る。そのためには、言語、教育、宗教、生活習慣などにおける多様性を受容し、

外国人に対する差別的行為を排除する社会的・文化的風土を涵養することが前
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提となる。同時に、関連法制・体制、外国人の生活環境などの整備を進めるこ

とが必要である。 

日本経団連ビジョン 第２章 ４．を参照 

 

②国民の価値観の変化・多様化 

わが国においては、これまでの経済成長による所得・生活水準の向上に伴っ

て、「モノの豊かさ」よりも「心の豊かさ」を求め、安全や安心、良好な環境

などを重視する傾向が強まっている。内閣府「国民生活に関する世論調査（2002

年度）」によれば、「心の豊かさか、物の豊かさか」との問いに対して、「物

質的にある程度豊かになったので、これからは心の豊かさやゆとりのある生活

をすることに重きをおきたい」との回答が全体の 60.7％に達し、「まだまだ物

質的な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい」との回答は 10.1％にとど

まった。また、統計数理研究所「国民性の研究 第 10 次全国調査（1998 年）」

によれば、「自分の趣味にあった暮らし方をすること」を志向する回答が、全

体の約 41％を占めている。 

こうした価値観の変化・多様化傾向は、年齢構成の変化や、ストック面での

充足、あるいはわが国への外国人流入の拡大などに伴って、今後さらに進展す

ると考えられる。 

日本経団連ビジョン 第２章 １．を参照 

 

以上のような長期的趨勢の中にあって、2010 年までの間に特に注目すべき、

経済社会の情勢変化は次の３点と予想される。 

 

（１）国際分業構造の変化と地域経済統合 

 

 わが国企業の対アジア直接投資、海外生産が増加し、生産の海外シフトが進

んでいる。また、当初は欧米向けの輸出拠点や、現地需要対応型の生産拠点と

位置づけられていたものが、現在では対日輸出のための生産拠点となっている

ケースも多くみられる。経済産業省「海外事業活動基本調査」によれば、海外

現地法人による日本向け輸出額は、2000 年度に約 17 兆 3,000 億円となり、10

年前（1990 年度は約 8兆 2,000 億円）の２倍以上に達している。また、現地に

おける国内企業の競争力も高まっている中にあって、わが国が技術面などの優

位性を失った分野については、日本国内の生産拠点の空洞化は避けられないと

考えられる。 

他方、世界経済の成長センターである東アジア、とりわけ約 12 億 8,000 万人
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の人口を有する中国は、わが国をはじめ各国の企業にとって有望な市場となる。

中国経済は急成長を続けており、2002 年の名目ＧＤＰは約 10 兆 2000 億元と、

10 年前(1992 年)の約 3.8 倍、20 年前（1982 年）の約 19.3 倍に拡大し、わが国

における名目ＧＤＰの約 30％を占めるに至っている。こうした中で、財務省「貿

易統計」によれば、2002 年におけるわが国の中国向け輸出総額は約 4兆 9,800

億円（前年比 32.8％増）に達し、10 年前（1992 年）と比較して５倍超の規模

となった。「７％前後の経済成長を目指し、2020 年のＧＤＰを４倍にする」と

した第 10 期全国人民代表大会における政府活動報告のように、今後も中国の高

成長が続けば、世界各国からの中国向け輸出は引き続き高い伸びが続くと予想

される。 

東アジア諸国における経済成長の恩恵を享受する上では、地域内における連

携強化が大きな鍵となる。現在、東アジアにおいては、事実上の経済統合が進

みつつあるが、欧米との競合関係を踏まえて、地域内の経済関係をさらに深化

させるための制度的枠組みの構築が課題となる。こうした中、わが国の強いイ

ニシアティブの下で「東アジア自由経済圏」構想の実現に向けた取り組みが行

われ、ビジネス上の障壁の撤廃やインフラの整備が進めば、人口約 21 億人、Ｇ

ＤＰ約７兆ドルの巨大かつ成長力の高い単一市場が実現される。 

日本経団連ビジョン 第３章を参照 

 

（２）厳しさを増す環境制約 

 

 地球温暖化の抑制などに対する全世界的な取り組みが進む中で、わが国にお

いても、環境問題に対する国民意識が高まっている。 

環境負荷軽減に向けた国際的な合意形成としては、これまで、特定フロンの

生産・消費などを規制するモントリオール議定書（1987 年、以降５回改正）や、

温室効果ガス排出量の削減目標を設定する京都議定書（1997 年）などが採択さ

れ、これに基づいて、わが国においてもオゾン層保護法（1988 年）や地球温暖

化対策推進大綱（1998 年）などが制定されている。 

また、経済界・企業における自主的な取り組みとしては、日本経団連による

環境自主行動計画の策定（1997 年）と毎年のフォローアップ、環境自主行動計

画第三者評価委員会の設置（2002 年）などが行われるとともに、個別企業にお

いても、環境マネジメントシステムの国際規格である ISO14001 認証（1996 年

より発行）の取得や、グリーン購入法（2001 年施行）に基づいた環境負荷の低

減に資する物品の購入、環境関連の情報開示を目的とする環境報告書の作成な

どの動きが広がっている。 
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こうした環境効率性の改善に向けた取り組みは、エネルギー多消費産業をは

じめとする製造業の多くの業種にとって、生産コストの押し上げや立地面の制

約につながり、ひいてはわが国の経済成長を抑制する要因にもなりかねない。

特に、アジア太平洋地域において、わが国のみが厳しい環境規制を受ければ、

国際競争力が著しく減殺される惧れがある。 

他方で、環境問題への対応から生まれた技術やノウハウ、製品が、エコビジ

ネスとしての成長性を有するのみならず、それが世界標準となる可能性もある。

また、環境問題への取り組みに伴う新たな需要の創出や、雇用の拡大も期待さ

れる。旧環境庁「エコビジネス市場規模の将来予測」（2000 年）では、エコビ

ジネスの市場規模（1997 年時点で 24 兆 7,000 億円）は、年平均 3.7％ずつ拡大

し、2010 年時点の市場規模は 40 兆 1,000 億円、雇用者数も 86 万 7,000 人に達

すると予測されている。 

日本経団連ビジョン 第１章 ４．を参照 

 

（３）財政構造改革の必要性 

 

 わが国の財政は、バブル崩壊後における累次の経済対策や、長引く経済低迷

に伴う税収減などによって著しく悪化し、2003 年度における国・地方政府債務

残高対ＧＤＰ比は 137.6％と、1991 年度（58.5％）の約 2.4 倍に上昇する見込

みである。 

 こうした状況を受け、経済財政諮問会議「改革と展望－2002 年度改定」では、

2010 年代初頭までにプライマリーバランス（歳入における公債金収入、歳出に

おける公債元利払い費を除いた基礎的収支）の黒字化を図るとしている。 

 そのためには、国・地方を通じた歳出構造改革が不可欠であり、まず、歳出

内容の効率化・合理化が求められる。特に、改革が遅れている地方財政につい

ては、財政的自律性を高めるとともに、地方自治体間の競争を進めることによ

って、自主的な財政規律強化の仕組みを導入することが重要である。これらと

併せて、より具体的な数値目標を掲げて歳出規模の計画的削減を進めることが

必要となる。 

したがって、今後は、「改革と展望」において「景気対策のための大幅な追

加が行われていた以前の水準を目安に、重点化・効率化を図る」とされた公共

事業関連をはじめ、政府の財政支出に依存した業種では、大きな成長を見込み

にくい。 

他方、政府支出の効率化を図る観点から、官公需法などによる受注配分の抜

本的見直しは必須となる。また、政府が行っている業務のアウトソーシング、
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ＰＦＩの活用、さらには電子政府の実現などが進展する見通しであり、わが国

産業にとって、これらが新たなビジネスチャンスとなる可能性がある。 

日本経団連ビジョン 第１章 １．を参照 
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Ⅲ 産業力強化の原動力と基本的方向 
 
１．民間主導による産業力強化 
 

言うまでもなく、産業力強化の主体は民間である。積極的な起業や、企業の

自発的な「選択と集中」（不採算部門の縮小・撤退と優良部門への経営資源の

集中投入）、合併を含めた戦略的連携など、企業による主体的な取り組みが、

ミクロ面での収益力回復に向けた鍵であるとともに、マクロ的な産業構造高度

化の原動力となる。 

 このような民間主導による産業力強化のダイナミズムは、経済主体の多様性

によって支えられる。近年は、モジュール化、ハード重視から技術・知識重視

の流れ、サービス経済化などによって、経済活動の様々な領域で参入コストが

低下している。他方、インターネットの普及などにより、取引コストも大幅に

減少する方向にある。こうしたことを背景に、経済活動の担い手も、必ずしも

企業だけでなく、個人や様々なパートナーシップ、ＮＰＯなどに多様化する見

通しである。これに伴い、組織法制・税制、社会保障制度などの制度基盤も、

多様な経済主体に対応できるものへと変えていくことが求められる。 

日本経団連ビジョン 第１章 １．および 第２章 １．を参照 

 

２．産業力強化の基本方向 
 

（１）最先端技術の開発と産業化 

 

 アジア諸国、とりわけ飛躍的な発展を続ける中国企業の製造能力は、伝統的

な労働集約産業にとどまらず、知識・技術集約産業においても向上している。

内閣府「新世紀における中国と国際経済に関する研究会」報告書（2003 年 1 月）

の分析によれば、わが国と中国の競争力を比較すると、乗用車や精密機械、化

学製品などについては、現在でもわが国が優位性を維持しているものの、これ

までわが国が優位にあったオートバイ、白物家電などでは、既に中国が優位性

を持つようになっている。また中国は、第 10 次５ヵ年計画（2001 年～2005 年）

においても「科教興国」を掲げ、科学技術と教育の連携強化や、研究開発投資

の対ＧＤＰ比向上（2005 年に 1.5％とすることが目標）など、戦略的な技術革

新に向けた戦略を打ち出している。さらに、火炬
トー チ

計画に基づき、全土に 53 ヵ所

の高度技術産業開発区を設置し、外資も積極的に受け入れるなど、各種の政策

手段によって高度技術産業を育成している。こうした中で、分野によってはわ
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が国の技術力を凌駕するものも現れるなど、わが国と中国の技術格差は縮小し

つつある。 

アジアにおける新たな国際分業構造の形成が進む中にあって、わが国が主導

的役割を果たすためには、各国間の技術開発先行競争において、海外からのキ

ャッチアップの動きに常に一歩先んじるとともに、その事業化を迅速に進める

必要がある。産業競争力戦略会議中間取りまとめ「産業競争力強化のための６

つの戦略」（2002 年 5 月）に示された「我が国産業の技術優位状況例」によれ

ば、他国に追いつかれた、あるいは追いつかれつつある技術も少なくないが、

引き続き国際市場で競争力を有しうる技術も多く存在する。また、今後の技術

展望としては、旧科学技術庁「第７回技術予測調査」（2001 年 7 月）が実施さ

れている。同調査によれば、今後実現が期待される技術的課題のうち、資源・

エネルギー、交通、海洋・地球、製造設備、都市・建築・土木などの分野では、

わが国の技術的優位性が高いとされている。 

こうしたわが国の優位性を維持・強化していくためには、世界的な研究開発

拠点（ＣＯＥ(Center of Excellence)）を日本国内において形成・発展させ、

これを中核として新たな技術創出を推進し、成果としての技術・製品を事業化

することが求められる。 

日本経団連ビジョン 第１章 ３．を参照 

 

（２）新しいサービス業の出現・拡大 

  

 近年、わが国においてもサービス業の伸長が著しい。内閣府「ＳＮＡ産業連

関表」によれば、2000 年におけるサービス業の産出額は約 235 兆円にのぼり、

全産業における産出額の約 24.0％を占めた。今後も、サービス業のさらなる発

展が期待されているが、この背景には、 

①高齢化の進展に伴う介護・医療・衛生サービスなどへの需要増 

②国民の価値観の多様化に伴う娯楽・スポーツ関連サービスなどへの需要増 

③女性の社会進出に伴う家事関連サービスへの需要増 

④経済社会の国際化に伴う観光、国際法務、金融関連サービスなどへの需要増 

⑤官製市場の開放を受けた社会保険・社会福祉、教育分野などへの民間参入 

⑥製造業などのコスト削減努力に伴うアウトソーシング（人材派遣、情報サー

ビスなど）の拡大 

など、経済社会の情勢変化に伴う新たなサービス需要の発生・拡大や、企業の

市場参入がある。一方、ＩＴや金融工学など関連技術の発展に伴って、新たな

サービス供給が拡大する事例も多い。 
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サービス業のさらなる発展は、雇用創出の観点からも強く望まれる。総務省

「労働力調査」によれば、サービス業における就業者数は 2002 年に約 2,183

万人、就業者数全体の約 32.9％に達しているが、米国におけるサービス業就業

者数の伸びをみても、わが国サービス業における雇用創出の余地は、なお大き

いものと考えられる。特に、対個人サービスの分野では、医療、介護、パラメ

ディカル、社会人能力開発を含めた教育、スポーツ・娯楽、美容、警備保障、

パラリーガルなどの伸びが期待される。また、対事業所サービスでは、人材派

遣・紹介、就業支援、ならびに総務・福利厚生・人事・財務・法務・営業・情

報処理などにおけるアウトソーシングの拡大が見込まれる。 

 

（３）既存産業の効率化・高付加価値化 

  

新規分野などに成長業種がある一方で、多くの既存産業においては、経営の

効率性が低下している。直近３年間平均の有形固定資産回転率（年間売上高÷

有形固定資産。法人企業統計年報ベース）は全産業平均で約 3.0 回と、過去 20

年間平均の約 4.2 回に比べて大幅に低下している。また、各企業による経営効

率化ならびにコスト削減努力にもかかわらず、業種別の損益分岐点対売上高比

率は高水準にとどまっており、特に製造業における大半の業種では、過去３年

間平均の損益分岐点対売上高比率が過去 20 年間平均を上回っている。 

以上の状況を踏まえれば、各企業における「選択と集中」のさらなる徹底に

よる経営改革が必要である。これに加えて、今般の改正産業活力再生特別措置

法で新たに導入された、過剰供給構造の是正を可能とする共同事業再編計画制

度を活用した、個別企業の枠組みを超えた事業再構築の進展が期待される。同

制度によって、これまで規模の経済性が期待されるにもかかわらず、過当競争

のために収益が上がらなかった業種などにおいて、事業統合の推進が見込まれ

る。 

 これらを通じて、企業の経営体質が改善されるとともに、新たな技術革新な

ど前向きな取り組みが進むと期待されている。他方、成熟業種においては、自

社のブランド力を確立し、他との差別化を徹底することを通じて収益力を高め

ていくことも選択肢の一つとなる。 

日本経団連ビジョン 第２章 １．を参照 
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Ⅳ 産業力強化に向けた７つの施策 
 

産業力強化の主体は民間であるが、市場などで自主的に解決されない問題に

ついては、政府部門の役割が求められる。具体的には、 

①国際的な競争条件のイコールフッティング（税制、競争政策・企業組織法制、

規制改革など） 

②民間が取り組みにくい、外部経済効果が期待される施策・事業の実施（科学

技術振興、ベンチャー企業育成など） 

③産業構造変化の円滑化、摩擦の縮減（証券市場の整備、雇用にかかるセーフ

ティネットの再構築など） 

などについて、政府による環境整備が特に期待される。 

 
１．法人税率等の引き下げ 
 

（１）法人実効税率の軽減 

  

経済のグローバル化が進展し、企業が国境を超えて活動する中では、各国に

おける税制の違いが、企業の立地選択に影響を及ぼす。このため、世界的な法

人所得課税軽減の流れ（タックス･コンペティション）が生じ、1990 年代以降、

先進諸国における法人実効税率は低下傾向にある。また、わが国企業の有力な

競争相手となっているアジア諸国も、外資系企業誘致を目的とした創業時の法

人税軽減を含め、法人所得課税を軽減する動きにある。わが国でも、90 年代以

降の基本税率の引き下げなどによって、法人実効税率は 39.54％となっている

が、依然、世界最高水準にある。 

 法人所得に対する重課は、対日直接投資のインセンティブの低下に加え、高

収益業種における資本蓄積・投資拡大の遅滞に伴う、産業構造の高度化の減速

という問題がある。政策減税によって法人所得課税を軽減する方向にあるが、

法人実効税率は、その比較容易性から、企業が投資決定にあたって国際的に最

も重視される要素の一つであり、大胆な税率引き下げが必要である。 

日本経団連ビジョン 第１章 １．および３．を参照 

 

（２）減価償却制度の抜本的見直し 

 

各国における企業の法人税負担の違いは、税率の水準とともに、課税所得の

計算方法によるものであり、とりわけ製造業においては減価償却方法の差異が
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大きな違いとなって現れる。 

税務上の減価償却制度の優劣は、機械・設備等のヴィンテージの違いとなっ

て、製造業を中心とする企業の国際競争力に直結する課題であり、減価償却制

度の抜本的な見直しが必要である。 

具体的には、まず税制と企業会計制度の両面からの足枷となっている減価償

却費計上の損金経理要件を撤廃（会計上の償却と分離）した上で、機械・設備

について、現在、取得価額の 10％とされている残存価額を 2～3％程度に、現在、

5％とされている償却可能限度額を備忘価額に改めることが、経済実態との整合

性からも不可欠である。さらに、法定耐用年数の簡素化・短縮を図るか、ある

いは、加速度償却制度を一般的な制度として導入すべきである。 

 

（３）欠損金の扱い 

 

ゴーイング・コンサーンとしての企業への課税においては、事業年度が事業

成果を算定するために人為的に設けられた期間であることから、期間損益を事

業年度にまたがって通算することが合理的である。こうした観点から、欠損金

の繰越し・繰戻しは、国際的にみて普遍的に認められた制度であり、例えば、

米国においては、20 年間の繰越控除、2年間の繰戻還付が認められ、また、イ

ギリスにおいても、無制限の繰越控除、1 年間の繰戻還付が認められている。

しかし、わが国における現行の欠損金の扱いは、繰越控除については 5年間に

とどまっており、また、繰戻還付についても本法において 1年間に限られてい

る上、現在は租税特別措置法において凍結されている。 

わが国においても、法人税の一般的な制度として、繰越控除期間の大幅延長、

繰戻還付の凍結解除ならびに期間延長を認めるべきである。 

 

（４）組織改革の円滑化 

 

企業が競争力を強化するためには、新たな組織形態を採用したり、不断に組

織形態の見直しを行うことが求められる。 

組織再編税制、連結納税制度の導入は、分社化、現物出資といった組織再編

や連結経営を実施する上での税制上の障害を低める効果を持っている。しかし、

2002 年度に導入された連結付加税は、連結納税制度採用の大きな障害となって

おり、付加税の 2003 年度限りでの確実な撤廃が必要である。 

 



 17 

（５）社会保障負担の軽減 

 

 税負担と同時に、少子・高齢化の進行に伴って、年金・医療など社会保障負

担の増大も問題となる。本提言では、社会保障制度改革についての詳論は避け

るが、企業の国際競争力を損なわないよう、社会保険料率の過度な上昇は避け

なければならない。社会保障給付の適正化の徹底を前提として、基礎年金や高

齢者医療などについては、消費税を主たる財源として公費負担を大幅に引き上

げることが必要となる。 

日本経団連ビジョン 第１章 １．を参照 

 

２．民事法制、競争政策の見直し 
 

国際的な競争条件のイコールフッティングを図るためには、法制面において

も、民事法制や競争政策を見直すことが必要となる。以下では、喫緊の課題で

ある３点を挙げる。 

 

（１）「日本型 LLC」の創設 

 

高成長・新規分野における起業や、共同事業再編をはじめとする企業の戦略

的連携、投資ファンドへのリスクマネーの集約と投資拡大などを促すためには、

リスク分散を可能とするとともに二重課税を排除する、新しい企業組織制度の

創設が必要となる。 

米国では、州法によって LLC(Limited Liability Company)などの有限責任組

織が認められている。この制度は、ベンチャーやジョイントベンチャーなどで

広く活用され、対内直接投資促進にも効果を発揮している。 

わが国でも、中小企業等投資事業有限責任組合があり、改正産業活力再生特

別措置法では、その投資対象が計画認定企業や不採算企業に拡充されたが、よ

り一般的な事業組織法制が求められる。米国の LLC などにならい、①法人格、

②出資者の有限責任性、③税制上の導管性、④組織の柔軟性を備えた「日本型

LLC」を創設すべきである。 

 

（２）競争政策の見直し 

 

企業経営において、合併、営業譲渡、共同出資会社設立を含めた、戦略的連

携の重要性が増大している。しかし、わが国における独占禁止法の企業結合規
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制は、欧米などに比較して、審査基準が不明確なことにより予見可能性が低い

という問題がある。公正取引委員会では、産業活力再生特別措置法の対象案件

についての運用指針（迅速審査類型の明示と待機期間の短縮など）を策定し、

さらに、一般の案件についても迅速な審査が可能な類型を明確化する方針であ

る。これは一定の前進であるが、さらに、経済のグローバル化や技術革新の動

向などを踏まえて、①経済実態に合った市場の画定、②シェア算出にあたって

の潜在的競争者、輸入圧力、代替品など隣接市場からの競争圧力の十分な考慮、

③効率性の改善、破綻企業救済の要素のより明確な考慮など、審査基準を抜本

的に見直すことが求められる。 

競争政策については、措置体系などの是正も課題となる。わが国の制裁措置

は、刑罰と課徴金の併科に加えて、不当利得の奪取については課徴金と民事救

済が並存する変則的な制度である。また、調査手続の合憲性にも疑問がある。

少なくとも、①課徴金については不当利得の奪取を基本に、民事救済なども考

慮して過重な制裁を緩和する、②令状主義の導入など、調査手続をデュープロ

セスの観点から是正する、などの法改正が必要である。 

 

（３）担保・執行法制の見直し 

 

2003 年の通常国会において、政府は、不良債権処理を円滑化するため、民事

執行法制の強化や、担保物権の規定の合理化を柱とする担保・執行法制の見直

しを行う。 

ただし、改正法制においても、不動産と動産、または動産と知的財産権など

について、一体としての担保権設定または換価処分が認容されていない。例え

ば、これから増大するインテリジェントビルにおける建物や、ＩＴ関連設備、

その設備を運用するためのソフトウェアなどのように、相互の利用上、一体と

して扱うことが適切な場合には、当事者の意思によりこれを可能とするような、

より柔軟な担保・執行制度の整備が求められる。 

 

３．規制改革 
 

規制改革は、総合規制改革会議、経済財政諮問会議などの積極的な取り組み

によって、着実に進展している。特に、総合規制改革会議の提言によって新た

に導入された構造改革特区制度は、膠着状態にあるいくつかの案件の突破口と

なることが期待される。 

規制改革は、産業力強化の重要な柱となる。市場メカニズムの徹底や、既得
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権の見直し、時代に合わなくなった制度の改廃にとどまらず、技術進歩や社会

変化に対応した、規制の再設計や代替手段への置き換えが必要となる。これを

進める上で、個々の事業者・事業者団体からの要望に対応した、これまでの「個

別の規制改革」は引き続き有効であるが、さらなる改革手法も必要である。産

業力強化という戦略目標を明確にした上で、税制、予算措置など関連制度の改

革を含めた体系的・包括的な改革を進めることが望まれる。 

 

（１）サービス業の規制改革 

 

規制改革は、あらゆる分野において推し進められるべきであるが、特にサー

ビス業に係る規制改革は、産業力強化の観点から特に重視すべき点である。サ

ービス業は、アウトプットの無形性や不可視性のため、各種業法・資格制度な

どによって、参入・価格規制などの事前規制や厳しい監督行政の下に置かれる

ことが多いため、民間企業による自由な経済活動が十分に展開されず、発展が

阻害されている。情報開示の徹底や、サービスの質などに関する自主的なルー

ル策定と監視体制、ならびに事後的な紛争処理体制の整備やセーフティネット

の充実などを前提として、業法・資格制度などを、聖域を設けることなく抜本

的に改革することが必要である。 

また、これから成長が期待される医療・福祉・教育のサービス分野は、公的

関与が強く、株式会社の参入が原則禁止されているいわゆる「官製市場」であ

る。構造改革特区制度の中で、部分的に株式会社の参入が認められる方向にあ

るものの、「官製市場」における民間開放の進捗は遅い。「官製市場」の全面

的な民間開放を、計画的に強力に推進することが必要である。その際、新規参

入の株式会社が、予算措置を含む公的助成などの競争条件において、既存の経

営主体と完全にイコールフッティングとなることが、実効ある市場開放の条件

となる。 

 

（２）規制改革の推進体制 

 

こうした規制改革を、分野横断的・省庁横断的に推進していく上では、総合

規制改革会議と経済財政諮問会議の連携強化が必要であり、2002 年第 37 回経済

財政諮問会議における民間議員提案「新たなイニシアティブ」（総合規制改革

会議によるアクションプランの策定、総合規制改革会議と経済財政諮問会議と

の連携によるフォローアップなど）の具体化が課題となる。 

また、総合規制改革会議の設置期限である 2004 年 3 月末以降における、規制
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改革の推進体制の整備も必要である。業法・資格制度の改革など戦略目標を明

示した規制改革に係る基本計画を策定するとともに、総合規制改革会議の後継

機関として、より強力な機関を、引き続き民間人主体の組織として設置すべき

である。 

 

４． 産業技術力の強化 
 

産業力強化を図る上では、わが国が得意とする、生産技術面のプロセス・イ

ノベーション能力を維持・向上させつつ、米国のベストプラクティスにならっ

て、革新的な技術を核とした、製品開発面におけるプロダクト・イノベーショ

ンの連続的な実現を可能とする、イノベーションシステムの構築が求められる。 

 

（１）研究開発に投入する資源の増額 

 

わが国の研究費は約 16.3 兆円と米国の６割弱にとどまっており、政府負担割

合も２割強と先進国中で最低の水準にある。しかも、研究費の大宗を占める民

間研究費も、長引く経済低迷の影響で、伸びが鈍化している。 

2003 年度税制改正においては、研究開発税制の大幅拡充(国税・地方税合計

で約 7,000 億円)が実現し、これが民間の研究費増加に資することが期待される。

また、国の 2003 年度予算では、一般歳出の伸びが 0.1％にとどまる中で、科学

技術振興費は 3.9％増加しており、科学技術関係予算の拡充が評価される。こ

うした研究費増嵩の取り組みを一過性のものとすることなく、拡充強化してい

くことが課題となる。 

財政制約が厳しい中で、特に予算については、①経済の活性化に資する、あ

るいは次代の産業基盤の構築に役立つ研究開発プロジェクト、②将来の産業の

シーズとなるような独創的な基礎研究、などに重点投入する必要がある。2003

年度予算編成では、科学技術担当大臣及び総合科学技術会議有識者議員による

「優先順位付け(S､A､B､C)」を踏まえた重点化が行われたが、引き続き重点 4

分野を中心に、戦略的な資源投入を行うことが望まれる。 

 

（２）産業技術人材の育成促進 

 

非公務員型による国立大学の法人化、競争的資金の拡充、国立大学教授の兼

業規制の緩和など、産学官連携のための各種制度の整備は飛躍的に進捗してい

る。こうした制度を有効に機能させるには、イノベーションの担い手となる産
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業技術人材の育成に、さらに注力することが必要となる。 

大学については、学部教育の充実を図るとともに、特に工学系大学院におけ

るより実践的な教育体制の構築、産業の実態に即した学科の設置などを強化す

べきである。また、米国に倣って、社会人などを対象としたＭＯＴ(Management 

of Technology)コースを普及させることも必要である。 

教育の成果は、卒業の可否で保証されることが原則であるが、教育プログラ

ムの国際的な同質性確保や品質向上のためには、認定制度の充実や、国際的な

評価・認定制度との連携も求められる。 

同時に、大学自体の国際競争力を強化することが重要な課題となる。今般の

国立大学改革は極めて重要な契機であり、人事・業績評価や組織運営に民間的

な経営手法を大胆に導入することや、学長権限を強化することなどによって、

競争原理を通じて大学機能の強化が図られることが期待される。政府としても、

大学間の公正な競争環境を整備する観点から、2004 年度から導入される第三者

評価制度に基づく、公正な評価、結果の開示を着実に実施すべきである。 

日本経団連ビジョン 第１章 ３．を参照 

 

（３）知的財産戦略の展開 

 

米国は 80 年代に、研究分野における独禁法の規制緩和や、特許関係の紛争を

扱う連邦巡回控訴裁判所の設立などプロパテント政策を採用し、これが 90 年代

の IT 産業、ライフサイエンス産業の興隆につながった。 

わが国においても、従来は、開発的な発明を多数生み出し、それを元に特許

網を形成することを得意として、競争力を確保してきたが、今後はこうした開

発的な発明の強みに、独創性の高い発明を加えることによって、わが国独自の

知的財産戦略を展開していく必要がある。また、中国などの知的財産権侵害品

による市場の蚕食や、アジア地域への「意図せざる技術移転」への対応も重要

となる。 

わが国が知的財産戦略を進めていく上で必要な施策は、既に知的財産戦略大

綱（2002 年）において明確化されている。また、知的財産基本法により、待望

されていた知的財産戦略本部が 2003 年３月に発足しており、同本部は７月に知

的財産推進計画を決定する予定である。同本部のリーダーシップの下に、府省

横断的に迅速な施策展開が実施されることを強く期待する。 

日本経団連ビジョン 第１章 ３．を参照 
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５．開業・創業の促進 
 

ハイリスク・ハイリターンを狙う中小・ベンチャー企業が多数誕生し、成長

することは、経済成長の原動力であり、同時に雇用の受け皿としても期待でき

る。しかし、90 年代以降のわが国では、廃業率が開業率を上回る逆転現象が生

じている。開業率の水準も、米国の約４分の１程度にとどまっている。国際的

な評価を見ても、国際経営開発研究所（ＩＭＤ）の 2002 年世界競争力ランキン

グでは、調査対象 49 カ国中、わが国は「起業家精神度」で最下位、「会社設立

頻度」で 48 位と低迷している。 

開業・創業に係る環境整備は、中小企業等投資事業有限組合法をはじめとす

る海外制度の導入、税制・政府調達面でのインセンティブ措置の拡充など、近

年大きく進展した。しかし、欧米と比較した場合、未だ残された課題は多い。 

具体的には、 

①「日本版 LLC」の創設（法人格、出資者の有限責任性、税制上の導管性、組織

の柔軟性を備えた、新しい企業組織制度の導入。17 頁参照）、中小企業等投

資事業有限責任組合の拡充 

②欠損金の繰越期間の延長(創業後５年間に生じた欠損金に関し、無期限の繰越

控除を認容) 

③創業支援税制の拡充 

(a)創業後一定期間内の企業に対する出資に関して、出資額の一定割合の税額

控除を導入 

(b)現行のエンジェル税制を拡充し、(ⅰ)上場前株式の譲渡損失と他の所得と

の通算(現行は他の株式譲渡益とのみ通算可能)、(ⅱ)繰越控除期間を５年

に延長(現行は３年)、(ⅲ)対象企業の範囲拡大 

④政府調達の改善(実績主義、規模要件の廃止など) 

⑤中小企業技術革新制度(日本版 SBIR(Small Business Innovation Research))

の大幅拡充 

の各施策が求められる。 

こうした制度環境の整備が実効を挙げるためには、地域経済社会がいわば巨

大なインキュベーター(起業家の孵卵器)の役割を果たすような環境、すなわち

「クラスター」の形成が必要である。クラスター内では、経済圏内の産学官が

参加する横のネットワークが網の目状に発達しており、そのネットワークを利

用することで、起業家は、自身の技術・アイデアを外部に売り込んだり、自身

が持たない経営資源（資金、人材、専門知識など）を調達することが可能とな

る。こうしたクラスターは、欧米では、シリコンバレーのみならず各地で形成
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されているが、わが国では、大学等公的研究機関を核として研究開発能力の集

結を目指す「知的クラスター創生事業」、産学官の広域的なネットワークの形

成、インキュベーション活動の強化、地域技術開発の強化を柱とする「産業ク

ラスター計画」が開始されたばかりである。国立大学の独立行政法人化を好機

と捉え、今後、大学をプラットフォームとして活用した産学官の連携や起業家

支援、起業家や高度専門人材の育成強化、大学と密に連携するインキュベータ

ーやテクノロジーパークの整備などにより、クラスター形成を加速することが

必要となる。 

日本経団連ビジョン 第１章 ３．を参照 

 

６．証券市場の充実・拡充 
 

産業構造の変化などを背景に、産業分野での不確実性が高まっている。こう

した中で、融資を中心とする金融機関による資金仲介のみでは、金融機関に過

度にリスクが集中する惧れがある。成長性の高い分野への資金供給を円滑に行

っていくには、証券市場に代表される、市場を通ずる資金仲介をより一層活用

し、幅広い市場参加者の選択によってリスクを分散させることが必要である。

市場の活用は、貸出債権の証券化などを通じて、金融機関の適正なリスク･リタ

ーンの形成にも寄与すると考えられる。 

しかし、わが国証券市場は、実体経済の低迷に加えて、市場の透明性・公正

性に対する不信感や、税制などに起因する国民のリスク選好の低さから、活力

に乏しく、個人金融資産の株式などへの運用割合はむしろ低下している。した

がって、事業会社による思い切った活動の展開を支えるためのリスクマネーを

円滑に供給しうる、真に厚みのある証券市場の形成が急務となる。 

そのためには、 

①株券を含め有価証券の全面的な無券面化を視野に入れた、証券決済制度の一

層の拡充 

②公認会計士数の増加などによるインフラの強化と、理念先行ではない経済実

態に即した会計基準の整備による財務諸表などの信頼性向上 

③インターネットの活用も可能となるような、ディスクロージャー制度の簡素

化・合理化 

④市場行政と業者行政の分離をはじめ、事後監視社会に相応しい検査・監視・

監督体制の確立 

⑤定款授権による自己株式取得の容認、不公正取引規制の明確化 

⑥資本から得られる金融所得を一括して認識し、金融商品間の損益通算や損失
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の繰越を可能とした上で、勤労所得とは別途に低率で課税する仕組み(二元的

所得税)の導入 

などの施策が必要である。 

 

７．人材育成、労働市場の機能強化 
 

2010 年までの間、労働市場については需給両面で構造変化が進行することが

見込まれる。需要面では、製造業、建設業などにおける労働需要が減少する一

方で、サービス業における労働需要が増加する見通しである。特にサービス業

では、人的資本こそが最も重要であるため、高度専門人材へのニーズが高まる

と考えられる。 

他方、供給面では、①「団塊の世代」が 2010 年までに 60 歳台に達するなど

高齢者の増加、②若年者の減少と、新卒者の無業者比率及び若年層の非正規労

働者比率の上昇、③女性の就業比率の上昇、などの進行が予見される。 

こうした構造変化を適切に踏まえるとともに、わが国の貴重な資源である人

材を「経済価値を生み出す源泉」として捉えて、人材を社会全体として最適に

配置し、有効に活用することが重要となる。 

 

（１）労働市場の需給調整機能の抜本強化 

 

第一に、民間活力の積極的な活用による就業仲介機能の強化や、公共職業紹

介の市場補完的な機能への特化などを通じて、労働市場の需給調整機能を抜本

的に強化する必要がある。特に今後は、事業再編・再構築に伴って、サービス

業をはじめ異業種への転職を迫られるホワイトカラーの増大が見込まれるが、

現在の公共職業紹介は基本的にブルーカラーを前提としており、十分な機能を

期待しがたい。そのため、民間の再就職支援サービス業などを活用して、成功

報酬的スキームの導入により競争促進とサービスの質の向上を図りながら、ホ

ワイトカラーの転職を円滑化することが急務となる。 

日本経団連ビジョン 第１章 １．を参照 

 

（２）人材育成システムの強化 

 

第二に、先述の産業技術人材の育成を含め、人材育成システムの強化を図る

ことが必要である。高い能力・スキルを有する高度専門人材へのニーズが高ま

っているにもかかわらず、雇用の流動化が進むにつれて、企業・個人の人的投
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資はむしろ減少する惧れも指摘されている。 

企業・個人の人的投資を拡大するためには、職業別のキャリアマップと、こ

れに基づく標準的な人材育成プログラムを策定することが必要となる。特に、

経営や事業再生、ベンチャーなど、わが国の競争力強化、経済活性化の核とな

る高度専門人材の育成のため、スキル標準の策定やカリキュラム・教材開発な

どのインフラ整備に集中的に取り組むべきである。また、このプログラムを実

践する場として、大学の独立行政法人化と第三者評価体制の整備、専門職大学

院の設置促進などを通じた高等教育機関の充実を図るとともに、専門学校の設

置基準に係る規制改革の推進、プロフェッショナルスクールやコーポレートユ

ニバーシティなど、高度の職業教育を行う機関を整備していくことが求められ

る。 

他方、公的職業能力開発は、民間市場を補完する機能として、未熟練労働者、

長期失業者などを主な対象とした基礎的・実務的訓練や、中小企業向けオーダ

ーメード訓練などに重点化することが適当である。 

日本経団連ビジョン 第１章 １．を参照 

 

（３）若年無業者・失業者の就業支援 

 

第三に、若年無業者・失業者の就業支援が重要である。小学校段階からキャ

リア教育を充実させ、就業意欲の涵養、就業能力の開発を体系的に推進するこ

とが必要となる。また、自治体、学校、民間の人材派遣業者・人材紹介業者な

どが協同して各地にキャリアセンターを設立し、就業支援プログラムを民間に

委託して提供することが望まれる。さらに、若年者と企業の出会いの場を拡大

するため、インターンシップやトライアル雇用を抜本的に充実するとともに、

派遣や紹介予定派遣(Temp to Hire)などを活用した就業を促進するため、職業

安定法や労働者派遣業法などに係る規制改革を推進すべきである。 

 

（４）セーフティネットの再構築 

 

第四に、雇用保険を中核とするセーフティネットの再構築を推進することが

必要となる。雇用保険は、失業時の最低保障として不可欠の制度であるが、反

面、失業給付の存在が再就業抑制効果を持ち、失業の長期化を招く恐れがある

ことにも十分留意する必要がある。今般の保険給付の重点化・合理化は基本的

に適切なものと評価されるが、引き続きモラルハザードを回避しつつ、早期の

再就職を促進する方向で改革を行うべきである。 
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併せて、雇用保険料の増大が、雇用機会の拡大に悪影響を及ぼしていること

に鑑み、給付の適正化、公費負担割合の引き上げを通じ、これを抑制すること

が求められる。同様の観点から、施策の実効性に疑問が呈されている雇用保険

三事業については、助成実績を踏まえた施策評価を厳格に実施するとともに、

雇用維持や雇い入れ助成、福利厚生関連助成金の大幅縮減、能力開発・再就職

支援への重点化などにより抜本的に整理合理化し、その縮小・廃止に向けて取

り組むべきである。 

日本経団連ビジョン 第１章 １．を参照 
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終わりに 
 

 各企業をはじめ、民間経済主体が自ら収益力回復に向けた積極的な取り組み

を行うとともに、政府が以上に掲げた施策を着実に実行することによって、マ

クロ・ミクロの両面を通じた産業力強化が進むことが期待される。政府・与党

が本提言の趣旨を汲み取り、必要な環境整備に努められることを期待する。 

 以下では、官民による取り組みが結実した際の、わが国産業社会の具体的な

イメージを描くために、一定の前提に基づいて、2010 年時点における産業構造

を予測した。本文と併せて、わが国産業社会の中期的な姿を展望する際の参考

となることを期待したい。 

 

 

以 上 
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参考：新しい産業構造の展望 
 

 今後の産業構造を展望するための参考として、2010 年における産業の姿を、

予想される需要や貿易構造の変化、生産技術の進歩を考慮する産業連関分析に

よって予測した。その際、日本経団連会員へのアンケート調査結果を反映した。 

 

１．2010 年の実質産出額 
 

 2010 年の実質産出額は、製造業が約 362 兆円、非製造業（サービス業を除く）

が約 418 兆円、サービス業が 331 兆円となる。また、2010 年までの年平均伸び

率が高い産業は、サービス、電気機器、通信、化学、自動車などである（1995

年価格。詳細は別表Ａを参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010年の実質産出額（1995年価格）

0 200 400 600 800 1000 1200

2010年

2000年

（兆円）

農林水産業、鉱業
15.2兆円
（1.6％）

製造業
323.3兆円
（33.0％）

非製造業（サービス業を除く）
399.9兆円
（40.8％）

サービス業
235.3兆円
（24.0％）

その他（分類不明）

その他（分類不明）
農林水産業、鉱業
　　12.7兆円
　　（1.1％）

製造業
362.0兆円
（32.0％）

非製造業（サービス業を除く）
418.1兆円
（36.9％）

サービス業
331.0兆円
（29.2％）

※カッコ内は構成比。

合計
979.65兆円

合計
1131.8兆円

2010年までの成長産業
（実質産出額の年平均伸び率）
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２．2010 年の就業者数 
 

 2010 年の就業者数は、農林水産業、鉱業、製造業などで減少する一方、サー

ビス業で 2,400 万人強まで増加し（2000 年比で約 258 万人増（注））、雇用機

会が確保される（詳細は別表Ｂを参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（参考）サービス業における就業者の増加について 
 経済財政諮問会議「サービス部門における雇用拡大を戦略とする経済の活性化に関する専
門調査会緊急報告」(2001 年)では、約 530 万人の就業者増が見込まれている。 
本提言における就業者数見通しは、①サービス業の範囲を相対的に狭くとっていること、

②従来型サービス業における就業者の減少を差し引いた純増分を計測していること、の２点
で、専門調査会緊急報告と異なる。したがって、専門調査会緊急報告と本提言の見通しは、
必ずしも対応しない。 

 

３．2010 年の売上高営業利益率 
  

2010 年の売上高営業利益率は、製造業が約 5.0％、非製造業が約 2.8％、全

産業で約 3.5％と、それぞれ現在に比べて１％前後改善される。 
 

2010 年の売上高営業利益率 

 ２０００年 ２０１０年 
製造業 ３．８％ ５．０％ 
非製造業 ２．１％ ２．８％ 
全産業 ２．６％ ３．５％ 

2010年の就業者数

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000

2010年

2000年

（万人）

農林水産業、鉱業
422万人
（6.4％）

製造業
1,209万人
（18.2％）

非製造業（サービス業を除く）
2,825万人
（42.5％）

サービス業
2,183万人
（32.9%）

その他（分類不明）

その他（分類不明）
　農林水産業、鉱業
　　326万人
　　（4.9％）

製造業
1,121万人
（16.8%）

非製造業（サービス業を除く）
2,777万人
（41.6%）

サービス業
2,441万人
（36.6％）

※カッコ内は構成比。

合計
6,642万人

合計
6,667万人
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別表Ａ 2010 年の産業構造 
（単位:％） 

実質産出額(1995 年価格)の構成比  

2000 年 2010 年 

実質産出額の
年平均伸び率 
(2010 年まで) 

農林水産業 1.4 1.0 -1.7 
鉱業 0.2 0.1 -2.9 
食料品 3.6 3.1 -0.2 
繊維 0.8 0.6 -1.9 

パルプ・紙 0.9 0.8 -0.0 
化学 2.7 2.9 2.1 

石油・石炭 1.1 1.0 1.0 
窯業・土石 0.9 0.7 -1.5 
鉄鋼 1.9 1.6 -0.0 

非鉄金属 0.7 0.6 0.5 
金属製品 1.4 1.0 -1.8 
一般機械 2.9 2.5 -0.1 

産業用電気機器 0.5 0.5 0.4 
民生用電気機器 1.0 1.0 1.7 
電気・通信機器他 5.9 7.6 4.1 

自動車 3.8 3.9 1.7 
その他輸送機械 0.6 0.5 0.3 
精密機械 0.4 0.4 0.5 

その他製造業 3.9 3.3 -0.3 
建設 8.5 5.9 -2.1 

電力・ガス・熱供給 2.1 2.0 0.8 
上水道・廃棄物処理 0.5 0.5 1.9 

卸売・小売 10.1 8.8 0.1 
金融・保険 4.7 4.7 1.4 
不動産 7.3 7.3 1.4 
運輸 5.2 4.6 0.3 
通信 2.5 3.1 3.7 

公共サービス 12.0 12.5 1.9 
対事業所サービス 5.9 8.6 5.4 
対個人サービス 6.1 8.1 4.3 

その他（分類不明） 0.6 0.7 3.1 
産業計 100.0 100.0 1.5 

農林水産業、鉱業 1.6 1.1 -1.8 
製造業 33.0 32.0 1.1 

非製造業（ｻｰﾋﾞｽ業を除く） 40.8 36.9 0.4 
サービス業 24.0 29.2 3.5 
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別表Ｂ 2010 年の就業構造 

（単位: 構成比は％、就業者数および増減は万人） 

就業者数の構成比  
2000 年 2010 年 

2010 年の 
就業者数 

就業者数の増減 
（2000→2010 年） 

農林水産業 6.3 4.8 322 -95 
鉱業 0.1 0.1 4 -2 
食料品 2.5 2.3 153 -14 
繊維 1.2 1.0 64 -14 

パルプ・紙 0.5 0.5 31 -1 
化学 0.8 0.8 55 5 

石油・石炭 0.1 0.1 3 -1 
窯業・土石 0.6 0.6 37 -6 
鉄鋼 0.5 0.5 34 -0 

非鉄金属 0.2 0.2 15 -1 
金属製品 1.4 1.1 75 -15 
一般機械 1.9 1.5 100 -28 

産業用電気機器 0.4 0.4 29 2 
民生用電気機器 0.5 0.5 33 1 
電気・通信機器他 1.9 1.9 129 0 

自動車 1.9 1.9 129 1 
その他輸送機械 0.3 0.2 16 -2 
精密機械 0.3 0.3 18 -1 

その他製造業 3.2 3.0 199 -14 
建設 10.4 8.7 579 -112 

電力・ガス・熱供給 0.3 0.3 22 -0 
上水道・廃棄物処理 0.4 0.4 27 3 

卸売・小売 21.5 22.5 1,503 77 
金融・保険 3.0 2.9 190 -8 
不動産 1.0 1.0 67 0 
運輸 5.1 5.0 331 -10 
通信 0.9 0.9 59 1 

公共サービス 13.3 13.9 927 45 
対事業所サービス 7.2 8.5 565 84 
対個人サービス 12.4 14.2 948 128 

その他（分類不明） 0.0 0.0 3 -0 
産業計 100.0 100.0 6,667 24 

農林水産業、鉱業 6.4 4.9 326 -96 
製造業 18.2 16.8 1,121 -88 

非製造業（ｻｰﾋﾞｽ業を除く） 42.5 41.6 2,777 -49 
サービス業 32.9 36.6 2,441 258 
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2010 年における産業構造の予測方法 
 
（１）アンケート調査の実施 
産業連関分析に先立って、日本経団連常任理事などを対象に「2010 年までの

中期展望」に関するアンケート調査を実施し、①主な最終需要（個人消費(財)、
個人消費(サービス)、民間住宅投資、民間設備投資、輸出）の伸び率、②産業
部門別の生産性伸び率、③産業部門別の就業者数の推移、④製造業における輸
入依存度の推移、についての見通しを聞いた。 
 
（２）産業連関分析 
各年の内閣府「ＳＮＡ産業連関表」に基づく産業連関分析を行った。 
具体的には、まず、アンケート調査で得られた 2010 年の項目別最終需要と、

過去の推移を踏まえて予測した 2010 年の産業別最終需要比率などを用いて、
2010 年時点における産業部門別の最終需要を求めた。なお、2000～2010 年にお
ける最終需要合計（実質国内総支出）の年平均伸び率は 1.2％となる（日本経
団連ビジョンの財政シミュレーションでは、2002 年秋時点の経済統計や情報に
基づき、2003～2010 年度の年平均伸び率を実質 1.9％と予測した。その後に発
表された経済財政諮問会議「改革と展望－2002 年度改定－」などでは、デフレ
傾向の長期化が見通されており、今回のアンケート調査結果も踏まえて、2010
年までの成長率予測を下方修正した）。 
次に、2010 年の投入係数をＲＡＳ法（注）に基づき予測するとともに、輸入

係数および雇用誘発係数についても、過去の推移を踏まえて 2010 年の数値を予
測し、2010 年の産業連関表などを作成した。各係数の予測にあたっては、アン
ケート調査結果から得られた情報を反映させた。なお、諸制度の変更が資源配
分に及ぼす影響は、直接的には織り込まれていない。 
以上により、2010 年における産業部門別の産出額、就業者数を予測した。 

 
（３）企業収益見通しの作成 
 産業連関分析により予測した産出額、就業者数に基づき、2010 年における業
種別の売上高、付加価値額、人件費、減価償却費、営業利益など（いずれも財
務省「法人企業統計年報」ベース）を推計し、売上高営業利益率を求めた。2010
年までの物価上昇率は、年平均 0.5％とした。 
 
（注）ＲＡＳ法： 

基準時点の投入係数行列Ａを、行方向の修正行列Ｒ（原材料間の代替変化を示す中間需要
計の列ベクトルの二時点間変化率を対角化した行列）と、列方向の修正行列Ｓ（原材料投入
率の変化を示す中間投入計の行ベクトルの二時点間変化率を対角化した行列）によって修正
し、予測時点（ここでは 2010 年）の投入係数を行列積Ｒ･Ａ･Ｓとして求める方法。 

 
以 上 
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